
論点② 訪問看護におけるＩＣＴ等の活用の推進

論点②

◼ 訪問看護事業所の看護師等が D to P with N によるオンライン診療の補助については、令和８年度診療報酬改定で評

価されたが、看護師等の所属や定期的な訪問の有無等による違いがあり、医療保険との整理に留意が必要である。看

護師等の所属や定期的な訪問時に行われるか等の看護の提供形態の違いを踏まえて看護師の訪問に係る評価すること

について、どのように考えるか。

◼ 令和８年度診療報酬改定において、他の保険医療機関等の関係職種がICTを用いて記録した利用者に係る診療情報等

を活用した上で、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合の評価を新設された。介護現場においても

訪問看護事業所と患者情報を共有する医療機関が多く、訪問看護ステーションにおいてもICTを用いた関係機関との

平時からの連携体制が普及してきていることを踏まえ、訪問看護におけるICTを用いた医療情報連携の推進すること

をどのように考えるか。

対応案

◼ 訪問看護事業所の看護師等が D to P with N によるオンライン診療の補助を行った場合に評価を新設してはどうか。

◼ 訪問看護ステーションが地域の医療機関等とICTを用いて情報連携した場合の評価を設けてはどうか。
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.41 より抜粋



➢ 他の保険医療機関等の関係職種がICTを用いて記録（以下、単に「記録」とする。）した利用者に係る診療情報等
を活用した上で、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合の評価を新設する。

（新） 訪問看護医療情報連携加算  1,000円（月１回）

［算定要件（概要）］
• 医療関係職種等により記録された利用者の医療・ケアに関わる情報を取得及び活用した上で、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行うこと及

び看護師等が指定訪問看護を行った際の診療情報等について記録し、医療関係職種等に共有することついて、利用者からの同意を得ていること。
• 以下の情報について記録すること。
○ 次回の訪問看護の予定日及び当該利用者の訪問看護計画の変更の有無（必要に応じて）
○ 当該利用者の訪問看護計画の変更の概要（変更の有無を記録する場合）
○ 利用者のケアを行う際の留意点（共有することが必要と判断した場合）
○ 利用者の人生の最終段階における医療・ケア及び病状の急変時の治療方針についての希望（利用者又はその家族等から取得した場合）

• 訪問看護を行う場合に、過去90日以内に記録された利用者の医療・ケアに関する情報（特別の関係にある保険医療機関等が記録した情報を除く。）を
ICTを用いて取得した情報が１つ以上であること。

［施設基準（概要）］
• 利用者の診療情報等について連携機関とICTを用いて共有し、常に確認できる体制を有し、以下の要件を満たすこと。
○ 記録された利用者の診療情報等が連携機関間の協議に基づき一元的に管理されたサーバーで保管されていること。
○ 診療情報等の共有は、利用者、その家族又は連携機関（以下「参加者」という。）のうち利用者が同意した者のみにおいて行われること。
○ 参加者の範囲が随時設定可能であること。
○ 参加者が診療情報等を常時閲覧・取得可能で、利用者ごとに時系列で速やかに表示されるICTを用いること。
○ 参加者が常時必要な診療情報等を共有できること。
○ 一般社団法人保健医療福祉情報安全管理適合性評価協会が公表している「医療情報連携において、ＳＮＳを利用する際に気を付けるべき事項」にお
けるプライベートＳＮＳに係る事項、厚生労働省の定める「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を参考とすること。

• 連携機関（特別の関係にあるものを除く。）の数が５以上であること。
• ICTを用いた連携体制を構築している訪問看護ステーションであることについて当該訪問看護ステーションの見やすい場所に掲示し、掲示事項について、

原則として、ウェブサイトに掲載していること。

［経過措置］

令和８年９月30日までの間に限り、ウェブサイト掲載の基準に該当するものとみなす。

訪問看護におけるICTを用いた医療情報連携の推進

令和８年度診療報酬改定 Ⅱー５ー２ 重症患者等の様々な背景を有する患者への訪問看護の評価－③

訪問看護医療情報連携加算の新設

※在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料についても同様
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.38 より抜粋



介護・医療の複合ニーズを有する者を支援する情報連携の状況
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〇突発的な入院・入所時に、それまでの在宅療養中の医療や看護の概要を整理することは相応の時間を要すことから、
訪問看護事業所が利用者の看護サマリー等の文書を求められ、情報提供を行っている実態があり、依頼元として最も
多いのは、「入院予定の病院等」の52.1％であった。

■入院・入所時にサマリー等文書で1度でも情報提供した事業所の状況（令和７年12月～令和８年２月、n=1,791事業所）

【出典】一般社団法人全国訪問看護事業協会・公益財団法人日本訪問看護財団合同実施「令和９年度介護報酬改 要望書作成のためのアンケート調査」
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.39 より抜粋



訪問看護ステーションにおけるICTの連携状況

○ ICTを他事業所との連携に利用している訪問看護ステーションの割合は、2018年と比べると
2023年では大幅に増加傾向であった。

○ 地域連携にICTを利用している場合の効果について、「時間の短縮」の割合が75.6%と最も多く、
次いで「連絡もれの防止」が64.4%、「患者のQOL向上」が40.3%であった。

出典： 全国訪問看護事業協会「訪問看護ステーションのICTについてのアンケート調査」（2024年） 40

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.40 より抜粋


